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Japan Tax Newsletter 

デロイト トーマツ税理士法人 

2023 年 10 月 5 日号 

インボイス制度 Q&A（令和５年 10 月改訂）の概要

令和 5 年 10 月 2 日に国税庁軽減税率・インボイス制度対応室より「消費税の仕入税額控除制度における 適格請求書

等保存方式に関する Q&A」（以下「インボイス制度 Q&A」、国税庁ウェブサイト）の令和 5 年 10 月改訂版が公表され

た。本ニュースレターでは、その改訂内容について概説する。 

追加設問は、お問合わせの多いご質問（国税庁ウェブサイト）ですでに公開されている４問、削除が１問であり、旧 Q&A

の 127 問から新 Q&A は 130 問の構成となっている。 

そのほかの主な改訂内容は、新消費税法施行に伴う参照条文の変更（新消法→消法）、表現の修正（改正されます→

改正されました）、また、インボイス通達が令和５年 10 月 1 日付で廃止されて消費税法基本通達に取り込まれたことによ

る参照通達の変更（インボイス通達→基通）、現行制度と適格請求書導入後の制度の説明をしている場合には現行制

度の説明が削除された等の形式的な改訂であることを確認している。 

新設設問、その他改訂内容、削除された設問の概要は、下記のとおりである。なお、詳細な内容については、公開されている

最新のインボイス Q&A をご参照いただきたい。 

QA 番号 
更新 

情報 
項目 改定内容の概要 

問 19 改訂 適格請求書発行事業者の情報の公表方法 旧姓で登録する場合の留意事項等を追記 

問 22 改訂 適格請求書発行事業者の公表情報の変更等 旧姓に変更したい場合の留意事項等を追記 

問 36 改訂 登録日から登録の通知を受けるまでの間の取扱い 小売業等不特定多数かつ多数の者に対して事業

を行う場合で登録が遅れる場合は新設の問 37

を参照するよう追記 

問 37 新設 小売店を経営する新設法人における登録の通知

を受けるまでの間の適格簡易請求書の交付方法 

令和５年 10 月１日を登録日として申請したもの

の通知を受け取っていない期間の対応例について

詳述 

問 51 新設 任意組合等に係る事業の適格請求書交付に当

たっての各種届出書の提出方法 

新たに事業を開始した者が組合員となる場合の

対応及び組合員の加入や離脱が頻雑に行われる

場合の特別な対応について詳述 

問 53 新設 ごみ袋等に係る適格請求書の交付方法 小売店等が商品として扱う各自治体の指定ごみ

袋や粗大ごみの処理券等の販売に係るインボイス

制度対応について詳述 

問 81 改訂 適格請求書に係る電磁的記録を提供した場合の

保存方法 

令和５年度の税制改正による、令和６年１月

１日以後に行う電子取引の取引情報に係る電

磁的記録の保存要件について詳述 

問 102 改訂 提供を受けた適格請求書に係る電磁的記録の

保存方法 

同上 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/qa/01-01.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/qa/01-01.pdf
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0521-1334-faq.pdf
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問 103 新設 高速道路利用料金に係る適格簡易請求書の保

存方法 

高速道路利用料金について ETC クレジットカード

で精算を行っている場合のインボイス保存について

詳述 

問 116 改訂 ２割特例の適用ができない課税期間② 「課税選択届出書」の提出により令和５年 10 月

１日を含む課税期間より前の課税期間から課税

事業者となっていた事業者は 2 割特例適用対象

外である旨を明記 

問 130 改訂 免税事業者等からの課税仕入れに係る経過措

置を適用する場合の税額計算 

経過措置適用計算について、税抜経理を採用

し、積上げ計算を行っている場合の計算例を追記 

旧問 7：登録に係る経過措置（ 適格請求書等保存方式が開始される令和５年 10 月１日から登録を受けるためには、

いつまでに登録申請書を提出すればよいですか。【令和５年４月改訂】）については、削除された。 

（東京事務所 纐纈 明美、佐川 美幸） 

【参考ウェブサイト】 

消費税インボイス制度導入支援サービス｜デロイト トーマツ グループ｜Deloitte 

【参考ニュースレター】 

消費税の仕入税額控除制度における 適格請求書等保存方式に関する Q&A の改訂（令和 5 年 4 月）の概要 

Japan Tax Newsletter：2023 年 5 月 1 日号 

【速報】令和 5 年度税制改正大綱の詳解 

Japan Tax Newsletter：2022 年 12 月 23 日号 

令和 5 年度税制改正大綱ダイジェスト 

Japan Tax Newsletter：2022 年 12 月 19 日号 

消費税インボイス制度とペーパーレス化の最新情報～令和 4 年度税制改正を踏まえて～ 

Japan Tax Newsletter：2022 年 11 月 30 日号 

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/solutions/int/jct-invoice-system.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/int/japan-tax-newsletter-may2023.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/bt/japan-tax-newsletter-23december2022.html
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/tax/bt/jp-bt-japan-tax-newsletter-digest-19december2022-1.pdf
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/int/jp-japan-tax-newsletter-november2022.html
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 
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